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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

以下の当社ホームページに掲載しております。

https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/corporate.html　（コーポレートガバナンスの基本的な考え方）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2018年6月の改訂前のコーポレートガバナンス・コードに基づき記載しております。改訂後の内容を踏まえた更新は、準備が整い次第実施いたしま
す。

【補充原則4-1③】

当社は、サクセッションプランは策定しておりませんが、次期社長や新任取締役の指名にあたり、社長交代や取締役の選任がある場合は、事業年
度終了後かつ株主総会開催前の間の取締役会において、独立社外取締役会による取締役会の実効性及び議長の評価や指名諮問委員会の答
申を踏まえ、透明性・公平性の高い後継者指名や取締役候補の選任を行える体制を確立しております。

【補充原則4-2①】

当社は、取締役及び執行役員の報酬について、役員報酬制度を整備しております。今後、長期的な業績及び株主価値との連動性を高めるべく、
株式報酬の導入等について引き続き検討を進めてまいります。

【補充原則4-11③】

当社は、各取締役による自己評価と、独立社外取締役会による取締役会全体の実効性についての分析・評価及び取締役会議長の評価を行う体
制を整備しております。当社は、2018年10月1日設立の新設会社であるため、今後、その分析・評価の結果の概要を、招集通知にて開示いたしま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

当社は、「出資及び有価証券運用に関する規程」により、原則として政策保有目的の株式の取得を行わない方針を定めております。ただし、例外
として、当社フランチャイズ・チェーン加盟企業の株式を保有することがあります。政策保有の株式の議決権行使については、議案の内容を精査
し、必要に応じて企業との対話を行い、株主価値向上に資するものか否かを判断した上で、適切に行使いたします。

【原則1-7】

当社は、関連当事者間の取引については、社内規程により、あらかじめ取締役会での決議を必要としており、その決議には、該当する役員を特別
利害関係者として、当該決議の定足数から除外した上で行っております。また、当社及び子会社の役員も含め、関連当事者間の取引の有無を確

認するアンケートを毎期実施しております。

【原則3-1】

(i)経営理念や経営戦略等を当社ホームページにて開示しております。

　■経営理念

　　https://www.bookoffgroup.co.jp/corporate/philosophy.html

(ii)コーポレートガバナンスの基本的な考え方と基本方針を当社ホームページ、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示しております。

　■コーポレートガバナンスの基本的な考え方

　　https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/corporate.html

(iii)取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続を報酬検討委員会規程にて整備し、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示してお
ります。当社では株主総会で決定した限度額の範囲内で、社長及び独立社外取締役で構成する報酬検討委員会において、会社の業績及び各取
締役の会社への貢献度等を勘案し決定することとしております。

(iv)取締役候補については、当社の持続可能な成長と企業価値向上に資する候補者であるかを基準に選定し、候補者との対話の機会を持った上
で、社内規程に基づき指名諮問委員会で検討の上、取締役会にて決定します。また、監査役候補については、当社の健全な経営と社会的信用の
維持向上に資する人物で、中立的・客観的に監査を行うことができる候補者であるかを基準に選定し、監査役会で検討・同意をした上で、最終的
に取締役会にて決定しております。なお、社外取締役及び社外監査役の独立性判断基準を、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示し
ております。

(v)取締役候補者及び監査役候補者の選任理由を招集通知にて開示します。また候補者全員の経歴及び自らのコメントを招集通知の参考資料と
して付します。

【補充原則4-1①】

当社は、決裁権限基準に、取締役会・経営会議・社長・担当役員・部長等の権限を明確に定め、それに基づき、それぞれの決定機関・決定者が審
議・決裁をしております。取締役会は持続可能な成長と企業価値の向上のため、監督機能を発揮するとともに、法令や定款・決裁権限基準で定め
られた重要な事項を、公正な判断基準に基づき、最善の意思決定を行っております。また、経営会議は、社内取締役・執行役員で構成され、決裁
権限基準に定められたもの以外にも、取締役会で決議された事項の執行及び課題への対応を委任しております。

【原則4-8】



当社は、当社が定めた社外取締役の独立性判断基準に基づき、現在、独立社外取締役を3名選任しております。

【原則4-9】

当社は、社外取締役及び社外監査役の独立性の判断基準を策定しており、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示しております。また、
当社の独立社外取締役3名は、企業経営の経験者やマーケティングや出版業界等それぞれ専門的な知識と豊富な経験に基づき、経営戦略等へ
的確な助言・意見具申や重要な意思決定による経営に対する監督、利益相反の監督等を独立した立場で行っております。

【補充原則4-11①】

当社は、取締役会において、実質的で有効な議論を行うためには、取締役が8～10名程度、監査役が3～4名程度が適正と考えております。現在
は社内取締役4名、社外取締役5名（うち独立社外取締役3名）、常勤監査役1名、社外監査役２名（うち独立社外監査役１名）であり、取締役は企
業経営の経験者や公認会計士、豊富なビジネス経験を有する者、担当事業分野に精通した者、監査役は公認会計士、弁護士、及び事業会社出
身者で構成されています。特に社外取締役及び社外監査役は豊富な知識と経験を有する者であり、健全で持続可能な成長が図れるように、構成
員のバランスに配慮しております。また、取締役の選任に関しては、当社の企業価値向上に資する候補者であるかを基準に選定し、候補者との対
話の機会を持った上で、指名諮問委員会規程に基づき、社長及び独立社外取締役を構成員とする指名諮問委員会で検討の上、取締役会にて決
定しております。また、社外取締役の選任に係るガイドラインを定め、その独立性判断基準は、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示し
ております。

【補充原則4-11②】

当社の社外取締役及び社外監査役は他の会社の役員を兼務している者もおりますが、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労
力を、当社の取締役・監査役の業務に振り向けられるものと考えております。また、社内取締役及び常勤監査役は当社の子会社・関係会社以外
の他の上場会社の役員は兼務しておらず、社内取締役及び常勤監査役の業務に専念できる体制となっております。当社の社外取締役及び社外
監査役の他社での兼任状況は、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示しております。

【補充原則4-11③】

本報告書【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しておりますのでご参照ください。

【補充原則4-14②】

当社は、取締役・監査役に対して、少なくとも年一回、全員が参加する法律専門家によるコーポレートガバナンス・インサイダー等研修会を設定し
ております。また、取締役・監査役が必要に応じて、外部の研修会等に参加する際には、会社が費用負担するようにしております。

【原則5-1】

当社は、IR担当役員を選任し、経営企画部をIR担当部署としております。株主や投資家に対しては、決算説明会を半期に一回開催するとともに、
逐次スモールミーティングや個別取材等を実施しております。また、IRポリシーを制定し、当社ホームページにて開示しております。

　■IRポリシー＜株主との建設的な対話を促進するための方針＞

　　https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/policy.html

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ヤフー株式会社 3,100,000 15.08

株式会社ハードオフコーポレーション 1,418,100 6.90

大日本印刷株式会社 1,283,000 6.24

丸善雄松堂株式会社 1,183,300 5.75

ブックオフグループホールディングス従業員持株会 1,018,339 4.95

株式会社講談社 833,300 4.05

株式会社集英社 833,300 4.05

株式会社小学館 833,300 4.05

株式会社図書館流通センター 750,000 3.65

ブックオフコーポレーション加盟店持株会 369,815 1.79

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

「２．資本構成」は、2018年10月1日時点の予定です。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月



業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中野捷夫 他の会社の出身者 △

野林徳行 他の会社の出身者

佐藤善孝 他の会社の出身者 △

梅村雄士 他の会社の出身者 ○ ○

千葉雅之 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中野捷夫 ○

株式会社オンワードホールディングス（現
在）において、1995年から2011年の間、同
社のグループ会社の代表取締役社長とし
て「BOOKOFF」のフランチャイズ加盟店事
業の運営に従事後、同社の顧問となり
2013年退職。

「BOOKOFF」のフランチャイズ加盟企業を長年
経営されてきた経験から、また、大手企業グ
ループにおける子会社経営を含む様々な経験
から、フランチャイズ事業及び経営全般に対し
て助言等をいただくために選任しました。同氏
は、2011年のブックオフコーポレーション株式
会社社外取締役就任以来、常に独立した視点
で意見を表明されています。職を退かれて年数
を経た立場で、独立した視点からの意見を今後
も頂けるものと判断しました。当社が上場する
金融商品取引所が独立性なしとする基準及び
当社が独立性なしと判断する基準への該当も
ありません。

野林徳行 ○ ―――

他社での経営に携わった経験と専門的な識見
から、サービス・販売促進・マーケティングのあ
り方及び新規事業への取り組み並びに経営全
般に対して助言等をいただくために選任しまし
た。同氏は、2011年のブックオフコーポレーショ
ン株式会社社外取締役就任以来、常に独立し
た視点で意見を表明されています。同氏は、複
数の他の会社グループにおいて、子会社経営
を含めた幅広い経験をされており、独立した視
点からの意見を今後も頂けるものと判断しまし
た。当社が上場する金融商品取引所が独立性
なしとする基準及び当社が独立性なしと判断す
る基準への該当もありません。

佐藤善孝 ○
株式会社小学館を2012年退職。同社と当
社グループの間には取次会社を通じた新
刊書籍の一般的な取引関係あり。

大手出版社及び出版業界における豊富な経験
と幅広い識見から、当社の書籍関連事業及び
経営全般に対して助言等をいただくために選任
しました。同氏は、2012年のブックオフコーポ
レーション株式会社社外取締役就任以来、常
に独立した視点で意見を表明されています。職
を退かれて年数を経た立場で、独立した視点
からの意見を今後も頂けるものと判断しまし
た。当社が上場する金融商品取引所が独立性
なしとする基準及び当社が独立性なしと判断す
る基準への該当もありません。

梅村雄士 　 ―――

ｅコマースビジネス及びサービスの企画・開発
における豊富な経験と専門的な識見から、事
業展開及び経営全般に対して助言等をいただ
くために選任しました。

千葉雅之 　 ―――

他社での業務執行者及び取締役としての豊富
な経験及び幅広い識見から、事業展開と経営
全般に対する助言等をいただくために選任しま
した。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬検討委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

補足説明

指名諮問委員会は、社長及び独立役員たる社外取締役によって構成され、取締役会で決議する取締役の選任・解任及び代表取締役の選定に関
する議案等の内容を答申する権限を有しており、取締役会は同委員会の答申を最大限尊重することとなっております。

報酬検討委員会は、後述（取締役報酬関係・報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容）のとおりです。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している



定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツと、監査計画や監査結果の情報交換・意見交換を定期的に実施するなど、相互連携を図
ります。

監査役は、内部監査部門である内部監査部と、必要の都度、情報交換・意見交換を実施するなど、相互連携を図ります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

内藤亜雅沙 弁護士

小堀秀明 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

内藤亜雅沙 ○ ―――

弁護士としての専門知識・経験から、経営全般
に対する監督と助言等をいただくために選任し
ました。同氏及び同氏がパートナーを務める弁
護士事務所と当社グループは、過去から現在
に至るまで顧問契約その他の委任契約を締結
したことはなく、当社が上場する金融商品取引
所が独立性なしとする基準及び当社が独立性
なしと判断する基準への該当もありません。

小堀秀明 　 ―――

他社での業務執行者及び社外監査役としての
豊富な経験及び幅広い識見から、経営全般に
対する監督と助言等をいただくために選任しま
した。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項



独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

＜社外取締役及び社外監査役の独立性判断基準＞

ブックオフグループホールディングス株式会社（以下「当社」）は、社外取締役及び社外監査役（以下「社外役員」）が次のいずれかの項目に該当す
る場合、独立性に欠けると判断する。

1. 現在または過去１年以内において、当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」）の「取引をすみやかに停止することのできない現在の取引

先」または「取引先が当社グループとの取引をすみやかに停止することができないその現在の取引先」における業務執行取締役、執行役、執行役
員その他これらに準じる方及び使用人（以下「業務執行者」）である／あった。

2. 現在または過去１年以内において、当社グループの「契約関係をすみやかに解消することのできない現在の報酬支払先」または「報酬支払先

が当社グループとの契約関係をすみやかに解消することのできないその現在の報酬支払先」である団体に所属する専門家である／あった。

3. 現在または過去１年以内において、当社の現在の親会社の業務執行者または非業務執行取締役である／あった。

4. 現在または過去１年以内において、当社の現在の親会社の監査役である／あった。（社外監査役の独立性を判断する場合に限り適用）

5. 現在または過去１年以内において、当社の現在の兄弟会社の業務執行者である／あった。

6. 現在または過去１年以内において、当社グループから役員報酬以外に年間240万円以上の金銭その他の財産を得ている／いた。

7. 配偶者または二親等内の親族が項目1.から前項目までのいずれかである／あった。

8. 現在または過去１年以内において、配偶者または二親等内の親族が以下に該当する／していた。

(1) 当社または当社の子会社の業務執行者

(2) 当社または当社の子会社の非業務執行取締役（社外監査役の独立性を判断する場合に限り適用）

9. 当社の議決権比率10％以上の株式を保有している。（法人である場合はその業務執行者である。）

10. 当社グループの業務執行者が社外取締役に就任している法人の業務執行者である。（社外取締役の独立性を判断する場合に限り適用）

11. 当社グループより受け取りをすみやかに停止することができない寄付を受領している。（団体の場合はその業務執行者である。）

12. 現在または過去１年以内において、当社の現在の「その他の関係会社」または「その他の関係会社の親会社または子会社」の業務執行者であ

る／あった。

13. 当社における社外役員としての在任期間が通算10年を超える。

以上

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

役員持株会を設けており、社内取締役が、毎月一定額で自動的に当社株式を購入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

社内・社外別の総額を開示いたします。当社ホームページでも閲覧可能といたします。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

株主総会で決定する限度額の範囲内で、社長及び独立役員たる社外取締役による報酬検討委員会において、会社の業績及び各取締役の会社
への貢献度等を勘案し決定いたします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役が、独立した立場から経営への監督と監視を的確かつ有効に実行できるよう、必要の都度、経営に関わる必要な資
料の提供や事情説明を行います。また、常勤監査役が、社内の重要会議に出席することで、社内各部門からの十分な情報収集を行い、社外監査
役との共有を随時行います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）



当社は、監査役設置会社として、社外取締役を含む取締役会、社外監査役を含む監査役会、社内取締役（常勤取締役）及び執行役員並びに常勤
監査役が参加する経営会議、内部監査部からなる企業統治体制を採用しております。

（取締役会）

取締役会は８名（男性８名・女性０名）で構成されております。そのうち社内取締役（常勤取締役）は、代表取締役社長を含む３名です。

取締役会は社外取締役、全監査役の参加を得る毎月１回の定時取締役会に加えて、必要に応じて臨時取締役会を開催します。取締役会では経
営に関する重要な事項や事業計画等について適正な議論のもとに意思決定がなされ、予算及び業務の進行状況について確認しております。

（経営会議）

当社は、各部署及び各関係会社のレポートラインを明らかにし権限と責任を明確化するため、執行役員制を採用しております。

迅速な意思決定を実現するため、社内取締役（常勤取締役）及び執行役員並びに常勤監査役による経営会議を設置し、原則として毎週開催して
おります。この経営会議には、必要に応じて部長・子会社社長等も参加し、営業報告、各種懸案事項、取締役会の議題及び業務に関する重要事
項を主な付議事項とし、当社グループの経営に関わる重要な事項の協議、決定が行われています。

（監査役会・内部監査部）

当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は、監査役の独立性、監査の実効性を確保するため、常勤監査役１名、非常勤監査役２名で
構成されており、うち２名（男性1名・女性1名）が社外監査役であります。特に、常勤監査役については取締役会のみならず、経営会議等の社内の
重要な会議にすべて出席することになっており、取締役の職務執行状況を十分に監視できる体制となっております。

また、内部監査部を設置し４名を配置しております。年間を通じて必要な内部監査を随時行い、その結果は内部監査部より代表取締役及び常勤
監査役に直接報告されるほか、社内の重要な会議において社内取締役（常勤取締役）にも報告されます。

（社外取締役及び社外監査役）

当社の社外取締役は５名、社外監査役は２名であります。

これら社外取締役及び社外監査役が、独立した立場から経営への監督と監視を的確かつ有効に実行できるよう、必要の都度、経営に関わる必要
な資料の提供や事情説明を行います。また、常勤監査役が、社内の重要会議に出席することで十分な情報収集を行い、社外監査役との共有を随
時行います。

また、当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。

当社の社外取締役および社外監査役の独立性に関する基準は前述のとおりです。

（会計監査の状況）

会計監査人は、有限責任監査法人トーマツであります。

（役員報酬等）

取締役報酬額及び監査役報酬額は、株主総会の決議で定めるものします。（ただし、当社の設立の日から最初の定時株主総会終結の時までの
期間の取締役の報酬等の額は、総額金166,500千円以内とし、監査役の報酬等の額は、総額金27,000千円以内とします。）

当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法は、取締役の報酬等については前述のとおりです。監
査役の報酬等については、株主総会で決定する限度額の範囲内で、監査役の協議により決定します。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の事業の内容、業務等に鑑み、経営の機動性を確保しつつ、健全性（適法性と株主価値の向上）と透明性を維持するための企業統治の体制
として、社外取締役の選任と監査役会等との連携に重点を置いた体制を採用しております。。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会の開催1ヶ月前をめどに、東京証券取引所及び当社ウェブサイトにおける招集
通知の早期掲載を実施したうえで、法定期日の３営業日以上前に発送いたします。

集中日を回避した株主総会の設定 開催日を土曜日に設定し、多くの株主の皆様が出席できる機会を設けます。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン、スマートフォン及び携帯電話によるインターネットを通じた議決権の行使を可能
にします。

招集通知（要約）の英文での提供
狭義の招集通知、株主総会参考書類、事業報告、計算書類の英訳版を作成し、東京証券
取引所及び当社ウェブサイトに掲載します。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 代表取締役社長が直接個人投資家に向けて説明する会を開催します。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算、第２四半期決算の年２回、機関投資家向けの説明会を開催します。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、各種報告書、適時開示資料、株主総会招集通知等のほか、機関投
資家向け説明会の資料を自社インターネットサイトに掲載し、加えて説明会の
様子を動画配信します。

IRに関する部署（担当者）の設置 担当部署：経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

経営理念として「事業活動を通じての社会への貢献」と「全従業員の物心両面の幸福の追
求」の２つを掲げております。

この経営理念を実現し、誠実で透明性のある事業活動を行うことでブックオフグループをと
りまく各種ステークホルダーとの信頼関係を築くために、当社グループ及び役員・従業員が
遵守すべき指針を「コンプライアンス・ガイドライン」として制定し、自社インターネットサイト
に掲載しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
「多くの人に楽しく豊かな生活を提供する」をミッションとして掲げ、リユースのリーディングカ
ンパニーとなることを目指しております。このリユースのビジネスモデルを推進することが環
境保全に貢献するものであり、CSRの目的や理念にかなうものと認識しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

内部規定により、経営企画部を中心に一元的な内部情報の収集と管理を行っております。
また情報管理責任者を役員から選定し、株主・投資家に対する情報の開示が適時かつ公
平に実施される体制を整えております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)法令、社会規範、企業倫理等の遵守・尊重に関する基本方針・行動規範である「コンプライアンス・ガイドライン」を策定し、当社及び当社子会社
（以下「当社グループ」という。）の取締役及び執行役員（以下「役員」という。）並びに従業員に周知する。

(2)コンプライアンス管理委員会を設置し、当社グループにおける法令、定款及び社内規程の遵守状況等の確認と問題点の指摘及び改善策の提
案等を行う。

(3)通報者に不利益が及ばない内部通報窓口を社外法律事務所等を通報先として設置し、当社グループの役員及び従業員を対象として運用す
る。

(4)業務執行部門から独立した内部監査部門が、当社グループ全体の内部監査を実施する。

(5)反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、警察・弁護士等と緊密に連携し、当社グループを挙
げて毅然とした姿勢で対応する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)文書（電磁的記録を含む。）の保存・管理についての規程を策定し、当社グループにおける文書管理の責任及び権限並びに文書の保存期間・
管理方法等を定める。

(2)情報セキュリティ管理についての規程を策定し、適切な情報セキュリティレベルを確立・維持する。

(3)情報システム管理についての規程を策定し、情報システムを安全に管理・維持する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)リスクへの対応についての規程を策定し、当社グループにおけるリスク情報の伝達・共有と初期対応及び対策本部の設置・運用を適切に行う。

(2)リスク管理委員会を設置し、当社グループにおけるリスクの確認と対応策の審議・提案を行う。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社グループにおける会議体と部署及び役職の権限を規程に定め、適正かつ効率的な意思決定と職務の執行を確保する。

(2)業務の効率化を当社グループ横断で推進する。

(3)情報システムの利用を通じて当社グループの役員及び従業員の適切な情報伝達と意思疎通を推進するとともに、会議体の資料等の事前確認
及び保管・閲覧を適切に行う。

5.当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1)当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社内の各組織を含めた指揮命令系統及び権限並びに報告義務を設定し、当社グループ全体を
網羅的・統括的に管理する。

(2)内部監査部門は、当社子会社を含めた当社グループ全体の内部監査を実施する。

6.財務報告の適正性を確保するための体制

(1)経理についての規程を策定し、法令及び会計基準に従って適正な会計処理を行う。

(2)法令及び証券取引所の規則を順守し、適正かつ適時に財務報告を行う。

(3)内部監査部門は、全社的な内部統制の状況や業務プロセス等の把握・記録を通じて評価及び改善結果の報告を行う。

(4)財務報告に係る内部統制が適正に機能することを継続的に評価し、適宜改善を行う。

7.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関
する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1)監査役より、その職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場合には、監査役と協議のうえ人選を行う。

(2)当該使用人の人事については、常勤監査役と事前に協議を行い、同意を得たうえで決定する。

(3)当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するものとする。

8.監査役への報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

(1)当社グループの役員及び従業員は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他事業運営上の重要事項を適時、適切な方



法により監査役に報告する。

(2)内部監査部門は、監査の結果を適時、適切な方法により監査役に報告する。

(3)通報者に不利益が及ばない内部通報窓口への通報状況とその処理の状況を定期的に監査役に報告する。

(4)内部通報窓口への通報内容が監査役の職務の執行に必要な範囲に係る場合及び通報者が監査役への通報を希望する場合は速やかに監査
役に通知する。

9.監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

(1)監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

10.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)代表取締役は、監査役と定期的な会合を実施するとともに、常勤監査役へ適宜必要な情報を提供し、監査役との意思の疎通をはかる。

(2)内部監査部門と監査役は、適宜情報交換を行うとともに、連携して監査を行う。

(3)当社グループの役員及び従業員は、監査役またはその補助使用人から業務執行に関する事項について報告及び関係資料の提出を求められ
たときは迅速適切に対応する。

(4)常勤監査役は、当社グループの重要な会議に参加するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な書類を閲覧し、重要な意思決定の過程や
業務の執行状況を把握する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、健全な社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断し、グループ全体で断固として対決します。また、反社
会的勢力との接触を未然に回避するとともに、それら勢力からの不当な要求に屈することなく、法的手段により解決します。

当社グループでは、反社会的勢力排除に向けた取り組みについて、「コンプライアンス・ガイドライン」において以下のとおり規定し、社内、社外とも
にいつでも閲覧できるように、当社インターネットサイトに公開しております。

市民生活の秩序や生活を脅かす反社会的勢力、団体とは一切の関係を持たず、これらの圧力に対しても毅然とした態度で臨み、断固として対決
します。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

１．基本姿勢

当社は、株式を上場する会社として、投資判断に影響を及ぼす重要な会社情報については、正確、公平かつ迅速に開示することで、全ての市場
参加者の皆様との間で、高い信頼関係を構築し維持できるよう、取り組んでおります。

今後も、常に投資者の視点に立ち、真摯な姿勢で適時適切な会社情報の開示に努めてまいります。

２．社内体制

（情報管理責任者）

当社では、経営企画部を担当する役員を情報管理責任者とし、重要情報の社内外への開示とその説明については、経営企画部に一元化されて
おります。

（決定事実）

重要な決定事項は、原則として毎月１回開催される定時取締役会、または原則として毎週開催される社内取締役（常勤取締役）による会議におい
て決定されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することによって迅速に決定を行っております。

決定された事実については、株式会社東京証券取引所の適時開示規則（以下「適時開示規則」という。）に従い、適時開示の要否について情報管
理責任者を中心に検討し、開示が必要な場合は迅速に実行するよう努めております。

（発生事実）

経営上の何らかの事実が発生した際には、役員等は直ちに情報管理責任者に、職員等は直ちに所属部署の長を通じて情報管理責任者に報告
することとなっております。

発生した事実については、適時開示規則に従い、適時開示の要否について情報管理責任者を中心に検討し、開示が必要な場合は迅速に実行す
るよう努めております。

（決算に関する情報他）

決算に関する情報他については、適時開示規則に従い、適時開示の要否について情報管理責任者を中心に検討し、開示が必要な場合には適時
適切に実行するよう努めております。

３．モニタリング

取締役会には監査役全員が、社内の重要な会議には常勤監査役が出席しております。

適時開示は稟議手続きを経て実行されており、内部監査部はその適切性・有効性を検証しております。




